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１. はじめに 
 現在、都市域を中心に、生産活動の増大、人

口の増加、わが国の気象や地形などの要因に伴

い、水の需給がひっ迫してきている。したがっ

て、新宿副都心や福岡市のように大規模な水需

要が発生する地域や、渇水が頻繁に起こる地域

を中心に、建物からの排水の再利用の評価を行

う研究が進められているが、既存の地理情報を

利用する手法ではないため、評価は当該地域だ

けに留まっており、評価が行えず全国で広く活

用されているとは言えない。 
 本研究ではどの都市でも存在するような既

存の地理情報を有効に活用し、各都市において

検討が可能な排水再利用施設導入の方法論の

提案を行うことを目的とする。 
２. 雨水・排水再利用評価の理論 
 (1) 雨水再利用の評価 
 雨水の再利用は建築物ごとに雨水を収集、処

理して再利用する個別循環方式を前提として

考えた。降りはじめてから 2mm の降水量は汚

濁が進んでいるため、この分を差し引いて雨水

再利用水量を推定する。 
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また雨水再利用の事業コストについては再

利用水の 1 日使用量の 15 日分に相当する容量

を確保して、再利用水需要水量から推定する。 
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RAjk：建物別・日雨水再利用可能水量 
Rk：日降水量（ｋ＝1、2、…、365） 
Cj：建物ｊの屋根面積 

 
CSj：建物jの雨水再利用施設の建設費用 
RDJ：建物ｊの年間再利用水需要水量 
（2）排水再利用の評価 
排水再利用評価については、建物からの排水

を大規模に処理して再利用を行う広域循環方

式を前提として考えた。下水幹線上に排水再利

用施設を建設するとして、供給者側の条件式は

plyr TCIDC sup≥××  であり、また受給者側

の条件式は ( ) receiveDjrh TCIRCC >××− であ

る。これらを満たす所の全てが処理施設建設候

補地となる。 
D ：事業主体者の償却期間 I 年の再利用水需

要水量 TC：事業の総費用 
Ch：上水道の料金  Q：再利用水需要水量 
 L：管渠の距離  Cr：再利用水の料金 

このとき排水再利用施設建設・維持管理費用は

( )rCLQfTC ,,= によって決定される。 

3. GIS による雨水・排水再利用施設導入評価

に必要な諸量の推定 
（1） GIS データベースの構築 
 前節で示した方法をある地域全体に適用し

ようとすると、多くのデータが実際には測られ

ていないという問題に直面する。そこで既存の

入手可能なデータから、それらを推定していく

必要があり、GIS はこれらの作業において非常

に有効である。本研究では、ゼンリン住宅地図

より｢建物敷地｣、鳥取市都市計画総括図より

「用途地域」、鳥取市公共下水道計画一般図よ
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り「下水道幹線」と「処理分区」について GIS
を用いてデータベース化した。 
（2）再利用水需要水量の算定 
 既存研究1、2）の「水質レベル別需要水量の推

定方法」を引用し、水質別の需要水量を推定し

た。これより、用途地域別の建物敷地面積当た

り原単位を推定し、再利用水需要水量の推定を

行った。図 1 に需要水量の評価結果を示す。 
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図1　鳥取市中心部の再利用水需要分布

 
（3）雨水供給可能量の算定 
 住宅地図のデジタイズによって入手した建

物の敷地面積から用途地域別の平均建蔽率3）

を掛け屋根面積を推定し、鳥取市における雨水

再利用評価を行った。用途地域の商業地域にお

ける雨水利用可能量の 91 年の年間推移を計算

した結果を図 2 に示す。住居地域では常に需要

を満たす貯留が可能であったが、商業／工業地

域では雨水が不足している時期が見られた。 
（4）排水再利用供給可能量の算定 
各下水道幹線の下水流量、及び管路の敷設距

離を推定する必要があるため、各建物で使用さ

れる水量が全て下水に排出されると仮定し、水

道使用量データより下水道幹線に流れる排水

量を推定する。下水道幹線に沿ってノードごと

に領域を区分し、下水管に流入する水量をノー

ドごとに求めることによって、集水可能排水量

を推定した。そして各ノードにおける排水再利

用施設建設コストを推定した。鳥取市の適応結

果として、最大再利用水需要地域の水量が

700000m3程度であり償却期間 50 年を満たす

ことはできない。したがって鳥取市での広域循 

図2　雨水貯留可能量の年間推移
（第1種低層住居専用地域と商業地域）
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環システムの導入は、都市の水道料金が 300
円程度まで値上がりしなければ不可能である

という結論を得た。 
4．結論と今後の課題 
本研究では、水道使用量、降水量といったど

の都市にも存在するデータと用途地域図、下水

道計画図、小字の地図、建物敷地などの GIS
のデータベースを用いて、都市の再利用水需要

水量を推定し、雨水と排水の再利用施設導入評

価の方法を述べた。これによってさまざまな都

市で評価できることが可能となった。 
しかし建物と住所の位置関係が不完全であ

るように、建物別のデータを用いることができ

ればデータの精度だけでなく評価システムに

も改良の余地がある。 
また、排水再利用施設の建設候補地の決定に

ついては、需要水量と配水管の距離のみによっ

て建設費用が決定されていたが、その土地の用

途や費用、傾斜、割引率、残存価格率なども考

慮しなければならないと思われる。 
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